
2026/09/28 11:12:19 / 26352113_株式会社山王_招集通知

表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく ）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令ならびに当社定款第13条の定めに基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面に記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第68回定時株主総会資料

●連結計算書類の連結注記表

●計算書類の個別注記表

第68期（2025年８月１日～2026年７月31日）
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数 1社

連結子会社の名称 Sanno Philippines Manufacturing Corporation
連結範囲の変更　　　　　　連結子会社であった株式会社明王化成については、2026

年2月1日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅し
たため、連結の範囲から除外しております。

⑵ 非連結子会社の名称 Sanno Land Corporation
連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社の名称

Sanno Land Corporation
持分法適用の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないためであります。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のSanno Philippines Manufacturing Corporationの決算日は、５月31日
であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ
し、６月１日から連結決算日７月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結
上必要な調整を行っております。

－ 1 －
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連結注記表

① 有形固定資産
　（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ２年～22年

③ リース資産
（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
子会社株式（持分法非適用の非連結子会社株式）

移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　　　 移動平均法による原価法
② 棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品 個別法
原材料 先入先出法

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

② 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

－ 2 －
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連結注記表

⑶ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　①退職給付に係る会計処理の方法
　（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

当社の退職一時金制度については、退職給付債務に係る負債及び退職給付費用の計
算に、当連結会計年度末における自己都合退職による期末要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

なお、連結子会社においては、退職給付債務の算定にあたり給付算定式基準を適用
しております。

　（ⅱ）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については定額法により従業員の平均残存勤務期間の10年間に

わたって、発生の翌連結会計年度から費用処理をしております。

②収益及び費用の計上基準
コネクタ・スイッチ等の電子部品の精密プレス加工製品及び金型製作、貴金属表面

処理加工製品の製造と販売を主な事業としております。これらの製品等の販売につい
ては、製品等が顧客に引き渡された時点で収益を認識しております。なお、「収益認
識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国
内の販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が
通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

約束された対価は履行義務の充足時点から概ね４ヶ月以内で回収しており、対価の
金額に重要な金融要素は含まれておりません。

5. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 3 －
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連結注記表

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、従来、当社は主に定率法を
採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。
　当社グループでは中長期的視野に立った戦略的設備投資を想定していることを契機に、有形
固定資産のこれまでの使用実態のデータに照らして、減価償却の方法を検討しました。
　この結果、有形固定資産は長期安定的な稼働が見込まれること、今後の投資に対する効果が
平均的に見込まれることから、耐用年数にわたり平均的に費用配分する定額法が、有形固定資
産の使用実績をより適切に反映出来ると判断しました。
　また、グループ全体で有形固定資産の減価償却方法を統一することで、当社グループにおけ
る投資判断や業績管理により有用な情報を提供できると判断しました。
　これにより、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益はそれぞれ153,735千円増加しております。

（会計上の見積りに関する注記）
　　繰延税金資産の回収可能性
　　⑴当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　当社の繰延税金資産 239,714千円（相殺前）

　　⑵識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　　　①算出方法
　　　　　繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来にわたり税
　　　　金負担額を軽減することが認められる範囲内で計上しております。
　　　②主要な仮定
　　　　　課税所得の見積りは、事業計画の基礎となる将来売上高及び将来営業損益に基づいて
　　　　見積もっており、製品市場の需要予測を勘案した将来売上高や将来減算一時差異等の解
　　　　消予定時期のスケジューリングを主要な仮定としております。
　　　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　　　　製品市場の動向等により課税所得が発生する時期及び金額が当該見積りと異なった場
　　　　合には、当連結会計年度の連結計算書類に計上した繰延税金資産の取崩しが発生する可
　　　　能性があります。

－ 4 －
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連結注記表

受取手形 24,413千円
電子記録債権 215,705千円
売掛金 2,481,940千円

建物 209,597千円
土地 1,153,145千円
合計 1,362,742千円

短期借入金 800,000千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 11,088,413千円

当座貸越及びコミットメントラインの総額 5,040,000千円
借入実行残高 2,650,000千円
差引額 2,390,000千円

（表示方法の変更）
前連結会計年度において「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」（前連

結会計年度518,722千円）については金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては
独立掲記しております。

前連結会計年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録
債務」（前連結会計年度102,267千円）及び「買掛金」（前連結会計年度298,990千円）につ
いては金額的重要性が増したため、当連結会計年度においては独立掲記しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額はそれぞれ次

のとおりであります。

2. 担保資産及び担保付債務
⑴ 担保に供している資産は次のとおりであります。

⑵ 担保付債務は次のとおりであります。

４. コミットメントライン契約
当社は、安定的かつ機動的な資金調達を行うために、株式会社りそな銀行等との間で、当

座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

－ 5 －
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売上原価 257,361千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 5,000,000 － － 5,000,000

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 1 0 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 95,162 22 2025年7月31日 2025年10月29日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年10月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 190,885 45 2026年7月31日 2026年10月30日

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 674,448 101,205 17,550 758,103

（連結損益計算書に関する注記）
　　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

２. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
　なるもの

３. 自己株式の種類及び株式総数に関する事項

－ 6 －
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な
運転資金を銀行借入により調達しております。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。
借入金は、設備投資に係る資金調達等を目的としたものであり、償還日は最長で決算日

後3年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業業務管理規程に従い、営業債権について、営業部が主要な取引先の状況
を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状
況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について
も、当社の営業業務管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

②市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

投資有価証券

その他有価証券 366,462 366,462 －

資産計 366,462 366,462 －

長期借入金 773,202 768,325 △4,876

負債計 773,202 768,325 △4,876

連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 113,990

合計 113,990

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 346,148 427,054 － －

合計 346,148 427,054 － －

２. 金融商品の時価等に関する事項
2026年7月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、
売掛金、電子記録債務、買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しております。

（注）1. 市場価格のない株式等

　これらについては、「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

2. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

－ 8 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 366,462 － － 366,462

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 768,325 － 768,325

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
　　以下の3つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
　　　　　　　　　　　算定した時価
　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを
　　　　　　　　　　　用いて算定した時価
　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
　　プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
　　価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

注：時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　投資有価証券　その他有価証券
　　上場株式については相場価格を用いて評価をしております。上場株式は活発な
　　市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　長期借入金
　　長期借入金の時価は元利合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味
　　した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類
　　しております。

－ 9 －
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連結注記表

報告セグメント
合計

日本 フィリピン
一時点で移転される財 11,468,193 4,062,948 15,531,141
一定の期間にわたり移転される財 － － －
顧客との契約から生じる収益 11,468,193 4,062,948 15,531,141
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 11,468,193 4,062,948 15,531,141

（収益認識に関する注記）
　　（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当連結会計年度（自　2025年8月1日　至　2026年7月31日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　　（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関す
　　　　　る事項（４）その他連結計算書類作成のための重要な事項「②収益及び費用の計上基
　　　　　準」に記載のとおりであります。

　　（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための基礎となる情
　　　　　報

①契約資産及び契約負債の残高等
　当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、
重大な変動も発生していないため連結貸借対照表上の記載を省略しております。
　また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度
に認識した収益に重要性はありません。
②残存履行義務に配分した取引価格に関する情報
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、予想契約
期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略して
おります。
　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額
はありません。

－ 10 －
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連結注記表

１. １株当たり純資産額 1,894.96円
２. １株当たり当期純利益 274.75円

親会社株主に帰属する当期純利益 1,181,636千円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る当期純利益 1,181,636千円
普通株式の期中平均株式数 4,300,757株

（１株当たり情報に関する注記）

算定上の基礎は次のとおりであります。

－ 11 －



2026/09/28 11:12:19 / 26352113_株式会社山王_招集通知

連結注記表

（企業結合等に関する注記）
（連結子会社の吸収合併）

当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社明王
化成を吸収合併することを決議し、2026年２月１日を効力発生日として、吸収合併を行いま
した。

１　企業結合の概要
（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容
（存続会社）

企業の名称　　株式会社山王
事業の内容　　コネクタ、スイッチ等の電子部品の精密プレス金型製作及びプレス加工

　　　　　　　　　貴金属表面処理加工、プラスチック成形金型製作及び成形加工
（消滅会社）

企業の名称　　株式会社明王化成
事業の内容　　プラスチック成形金型製作及び成形加工及び販売、電子部品の組立及び販売

（２）企業結合日
2026年２月１日

（３）企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、株式会社明王化成を消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称
株式会社山王

（５）その他の取引の概要に関する事項
株式会社明王化成は、金属部品と樹脂のインサート成形に強みを持ち、コネクタ部品、スイ

ッチ部品、コンデンサ部品など幅広い技術を有しております。このため、本合併により株式会
社明王化成を当社の一部門として統合し、経営資源を集約することで、業務の効率化、資源の
適正な配置を図るとともに、プレス、めっき、インサート成形の一貫加工体制をより一層推進
し、ビジネスの拡大を加速することでさらなる競争力の強化を図ります。

－ 12 －
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連結注記表

２　会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用基準」（企業会計基準適用指針第10号　2019
年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施しております。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 13 －
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個別注記表

建物 ３年～38年
構築物 ６年～50年
機械及び装置 ２年～22年
車両運搬具 ４年～６年
工具、器具及び備品 ２年～20年

⑶ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。（所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産）

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券

① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

　　　　　　市場価格のない株式等以外のもの 　時価法
　（評価差額は全部純資産直入法により処理し
　　売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等　 　移動平均法による原価法
⑵ 棚卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
① 製品 個別法
② 原材料 先入先出法

２. 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

⑵ 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

見込利用可能期間（５年以内）に基づいております。

－ 14 －
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個別注記表

３. 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

⑵ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自
己都合退職による期末要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法により計上しております。

４. 収益及び費用の計上基準
当社は、コネクタ・スイッチ等の電子部品の精密プレス加工製品及び金型製作、貴金属表

面処理加工製品の製造と販売を主な事業としております。これらの製品等の販売について
は、製品等が顧客に引き渡された時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関す
る会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の国内の販売にお
いて、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場
合には、出荷時に収益を認識しております。

約束された対価は履行義務の充足時点から概ね４ヶ月以内で回収しており、対価の金額に
重要な金融要素は含まれておりません。

５. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、従来、当社は主に定率法を
採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。
　当社グループでは中長期的視野に立った戦略的設備投資を想定していることを契機に、有形
固定資産のこれまでの使用実態のデータに照らして、減価償却の方法を検討しました。
　この結果、有形固定資産は長期安定的な稼働が見込まれること、今後の投資に対する効果が
平均的に見込まれることから、耐用年数にわたり平均的に費用配分する定額法が、有形固定資
産の使用実績をより適切に反映出来ると判断しました。
　また、グループ全体で有形固定資産の減価償却方法を統一することで、当社グループにおけ
る投資判断や業績管理により有用な情報を提供できると判断しました。
　これにより、従来の方法に比べて当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は
それぞれ153,735千円増加しております。

－ 15 －
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個別注記表

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
⑴当事業年度の計算書類に計上した金額
　　繰延税金資産 239,714千円（相殺前）

⑵識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　①算出方法

　　　　　繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来にわたり税
　　　　金負担額を軽減することが認められる範囲内で計上しております。
　　　②主要な仮定
　　　　　課税所得の見積りは、事業計画の基礎となる将来売上高及び将来営業損益に基づいて
　　　　見積もっており、製品市場の需要予測を勘案した将来売上高や将来減算一時差異等の解
　　　　消予定時期のスケジューリングを主要な仮定としております。
　　　③翌事業年度の計算書類に与える影響
　　　　　製品市場の動向等により課税所得が発生する時期及び金額が当該見積りと異なった場
　　　　合には、当事業年度の計算書類に計上した繰延税金資産の取崩しが発生する可能性があ
　　　　ります。

（表示方法の変更）
前事業年度において「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」（前事業年

度508,012千円）については金額的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲記して
おります。

前事業年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債
務」（前事業年度102,267千円）及び「買掛金」（前事業年度200,363千円）については金額
的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲記しております。

－ 16 －
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個別注記表

建物 209,597千円
土地 1,153,145千円

合計 1,362,742千円

短期借入金 800,000千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,983,548千円

営業取引による取引高
　売上高 122,136千円

営業取引以外の取引高 287,992千円

売上原価 189,605千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数 ( 株 )

当事業年度増加
株 式 数 ( 株 )

当事業年度減少
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 株 )

普 通 株 式 674,448 101,205 17,550 758,103

（貸借対照表に関する注記）
１. 担保資産及び担保付債務

⑴ 担保に供している資産は次のとおりであります。

⑵ 担保付債務は次のとおりであります。

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,421千円
短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3,760千円

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との取引高の総額

２. 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

－ 17 －
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個別注記表

　繰延税金資産
繰越欠損金 469,117千円
減損損失 228,576千円
退職給付引当金 54,220千円
長期未払金 2,631千円
子会社株式 22,527千円
未払賞与 126,821千円
その他 61,847千円
　小計 965,743千円
評価性引当額 △726,028千円
　合計 239,714千円

　繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 55,311千円
　合計 55,311千円

　繰延税金資産純額 184,403千円

（%）
法定実効税率 30.31
（調整）
　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.86
　　受取配当等永久に益金に算入されない項目 △4.62
　　住民税均等割 0.52
　　外国子会社受取配当等源泉税 1.44
　　評価性引当額の増減額 △18.40
　　税率変更による影響 △0.57
　　税額控除 △1.74
　　その他 △0.41
税効果会計適用後の法人税等負担額 7.39

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な
　　項目別の内訳

－ 18 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称 住 所
資 本 金
又 は
出 資 金

事業の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 係 内 容

取引の内容
取 引
金 額
(千円)

科目
期 末
残 高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
Sanno
Philippines
Manufacturing
Corporation

フ ィ リ ピ ン
共 和 国
カ ビ テ 州

18,560千米
ドル

貴金属表面
処 理 加 工

(所有)
直 接
99.9

兼任
3名

技 術
支 援 等 技術指導料 118,775 -未収入金 11,512-

３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国

会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人
税」の課税が行われることになった。

これに伴い、2026年８月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係
る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.31%から31.21%に変更
し計算している。

この変更による影響は軽微である。

（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
技術指導料

　業務内容を勘案し、両者協議の上決定しております。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 1,613.81円
２. １株当たり当期純利益 253.63円

当期純利益 1,090,803千円
普通株主に帰属しない金額 －千円
普通株式に係る当期純利益 1,090,803千円
普通株式の期中平均株式数 4,300,757株

（収益認識に関する注記）
　　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　　　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）「４．収益及び費用の計上基準」に記載
　　　　　のとおりであります。
（１株当たり情報に関する注記）

算定上の基礎は次のとおりであります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 20 －


